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目　　的	

2020 年に開催される東京オリンピック・パラリンピッ
クの成功に導く要因の1 つとして，ドーピング防止規則違
反者をゼロにすることが挙げられる．

近年の医薬品の販売に関連する規制緩和に伴い，一般用
医薬品やサプリメントは人々にとって身近なものになった．
この規制緩和により，軽度疾病時にセルフメディケーショ
ンを行う者が増加するものと考えられる．しかしながら，
これらの一般用医薬品やサプリメントには，競技スポーツ
選手が摂取することを禁止する物質を含むものが存在して
いる．禁止薬物含有医薬品の服用は，その禁止物質が含有
されていることを摂取者が知らなくてもドーピング行為と
みなされ，罰則を受けることになる．現在，日本における
ドーピング防止規則違反の多くは，こうした「うっかり
ドーピング」1）であるとされている．一般用医薬品や健康
食品・サプリメントが身近になったことは，ドーピングリ
スクがより高まったといえる．このことから，学校教育を
含めた様々な方面から，アンチドーピング教育を推進し，
ドーピングリスクを減らしていくことが必要であると考え
られる．しかしながら，中学校・高校では十分な教育が行
われていないのではないかと思われる．

そこで本研究では，大学生の運動部活動部員およびその
マネージャーのドーピングに関する意識・知識・学習経験
および軽度疾病時の対応行動についてアンケート調査を実
施し，対象者のドーピングに関する意識と軽度疾病時にお
ける対応行動の関係について考察を行うことにより，アン
チドーピング教育で身に付けて欲しい知識，育てたい意
識，ドーピングリスクおよび学校教育の役割について検討
することを目的とする．

研究方法	

対象は関西圏の大学 9 校の選手およびマネージャー．競
技種目は，野球，サッカー，陸上，トライアスロン，ラグ
ビー，バスケットボール，バレーボール，ハンドボール，
ソフトボール，バドミントン，水泳であった．また，それ
ぞれの運動部活動に所属するマネージャーにも調査を行っ

た．アンケートを350 票配布し，332 票の回答を回収し
た．有効回答率は94.9％であった．調査時期は，2016 年
5 月～同年 10 月であった．

対象者に対して，ドーピングに関する意識・知識・学習
経験および軽度疾病時の対応行動に関するアンケート調査
を実施した．なお，個人を特定できないよう無記名調査と
した．アンケートは世界アンチ・ドーピング規程 2）および
先行研究で使用された複数のアンケート 4）～ 6）を参考に作
成した．調査結果を集計し，対象者のドーピングに関する

「意識」および「知識」，軽度疾病時における対応行動につ
いて解析を行った．

統計的検討にはエクセル統計 Statcel3 を使用した．各
回答者属性の群間差の検定は，Mann-whitney U 検定，
Kruskal-Wallis 検定もしくはχ2 検定を行った．統計学的
有意水準を5％未満とした．有意性が認められた項目につ
いては残差分析を行った．

結　　果	

ドーピング防止規則違反に絶対にならない物に関する設
問の正答率は，70％に留まった．17％の者が医師に処方さ
れた薬，11％の者が栄養ドリンクは絶対に違反にならない
と考えていた（図 1）．

ドーピングについての学習経験があると，知識・関心
度が高く，許容度に低い傾向が認められた（p<0.01）（図
2）．

また，関心度と軽度疾病時の対応行動の関係では，ドー
ピングに「関心あり」「少し関心あり」「関心なし」の3 群
において，「少し関心があり」の者が「セルフメディケー
ション（以下 S.M.）をする」を選択する者が有意に多
かった（図 3）．しかしながら，関心度の有無にかかわら
ずS.M. をする者の割合は3 割弱に留まった．また「関心
あり」の者は「病院へ行く」を選択する者が多く，「関心
なし」の者は「何もしない」を選択する者が有意に多く，

「病院へ行く」が有意に少なかった（図 4）．
「S.M. をする」者の中で，市販薬の値段を選択基準とす

るか否かに関する設問では，関心がある者の方が値段を選
択基準にしないというものが有意に多かった（図 5）．しか

大学生運動部活動所属者における，ドーピングに関する
意識・知識と軽度疾病時対応行動との関係

神戸市立本山第二小学校　　中久保成志
奈良教育大学　教育学部保健体育講座　　笠次　良爾
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図1． 問4「絶対にドーピング規則違反にならない物は
どれですか」回答比率

図3．関心とセルフメディケーションするか否か

図5．値段が安いものを買うか否か

図4．関心と軽度疾病時の対応行動

図2．学習経験と知識・関心・許容度の関係
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（参考資料）アンケート用紙
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し，「薬剤師に相談する」「宣伝で知っている物を買う」で
は関心度による差は認められなかった．

考　　察	

山口ら3）は，一般的に関心の高さは意識の高さの向上
と密接に関連していることから，アンチドーピングの意識
についてもドーピングの関心度がその意識レベルを向上す
るためには最も重要であると考えられると報告している．
本研究において，ドーピングについての学習経験がある
と，知識・関心度が高く，許容度が低い傾向が認められた

（p<0.01）ことは，山口の報告を支持するものであると考
えられる.

問 4「ドーピング防止規則違反に絶対にならない物」に
関する設問は，正答率が70％に留まった（図 1）．この設
問は「うっかりドーピング」の可能性を直接的に示すもの
であると考えられる．また，学習経験のある者の正答率が
有意に高かった．このことから，「ドーピング防止規則違
反になる可能性のあるもの」は，今後のアンチドーピング
教育において重点的に指導すべき点の1 つになると考えら
れる．

本結果から，ドーピングの学習経験があると関心度が高
く許容度が低いこと，関心度の有無にかかわらずS.M. をす
る者の割合は3 割弱に留まること，また関心度が低いほど

病院に受診する割合が低く，疾病に対して何もしない割合
が高い傾向を認めたことがわかった．S.M. は正しく行わな
いとうっかりドーピングに繋がる可能性があるが，学校現
場でS.M. を学ぶ機会は保健領域の「医薬品の正しい使用」
のみである．このことから，ドーピングについて理解し，
正しいS.M. を身に付けられるアンチドーピング教育を学校
現場で推進するためには，体育領域のドーピングに関する
教育だけでなく，保健領域の指導内容である「医薬品の適
正使用」の分野にも重点を置くことが有効であると考える．

参考文献
１）浅川伸：我が国におけるドーピング違反事例の実情と対策．
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オリンピックや世界選手権等が行われるたびに，ドーピ
ング防止規則違反に関連する問題が取り上げられている．
本邦におけるドーピング防止規則違反の多くは禁止物質を
摂取したことに気づかず，うっかり服用あるいは摂取して
しまったという，「うっかりドーピング」であるとされて
いる1）．近年では，日本選手がドーピング防止規則違反の
恐れのある薬を服用したため国際大会を直前にして欠場と
なった問題が起きている．この問題は，オリンピック経験
者であるトップアスリートが「うっかりドーピング」一歩
手前の失態であるとして取り上げられ，トップアスリート
のドーピングに対する基礎知識不足ならびに自己管理不足
が表面化する形となった．

本邦におけるアンチ・ドーピング活動は，日本アンチ・
ドーピング機構（JADA）が中心となり，国内各競技団体
と連携して行っている．2003 年から国体においてもドーピ
ング検査が導入されたことで，ドーピング検査がより身近
な存在となっている．本邦におけるアンチ・ドーピング教
育は，2013 年度から実施されている高等学校の学習指導
要領体育理論 2）に「オリンピックムーブメントとドーピ
ング」が盛り込まれ，現在では学校教育において「スポー
ツの価値」「アンチ・ドーピング」に関連する教育が実施
されている．一方で，学校教育の一環として取り入れられ
てからの歴史は浅く，ドーピングに対する基礎知識が一般
に周知されていないことが考えられ，「うっかりドーピン
グ」を引き起こす要因ともなっていることが考えられる．

本研究の目的は，オリンピック・国際大会出場者を多く
輩出する大学に在学中の競技選手を対象に質問紙調査を行
い，ドーピングに関する知識・意識を明らかにすることに
より，今後のアンチ・ドーピング教育における課題を検討
することである．

方　　法	

対象は，A 県内にあるオリンピック・国際大会出場者を
多く養成する大学に在学中で，2016 年 12 月 15 日ならび
に12 月 22 日のアンチ・ドーピング研修会に参加した大学
生競技選手（12 月 15 日男性 145 名，女性 40 名の計 185
名，12 月 22 日男性 144 名，女性 57 名の計 201 名，2 日
間合計男性 289 名，女性 97 名の計 386 名）である．

方法は，対象に対してドーピングに関する無記名自記式
質問紙調査を行った．本研究で用いた質問紙（図 1）は，
世界アンチ・ドーピング規定 3）および先行研究 4），5）等の質
問紙調査を参照し，各設問を作成した．本研究では質問紙
調査にある「ドーピングについて」設問 1 － 10 を知識を問
う設問，設問 11 を関心度，設問 12 を学習経験の有無，設
問 13 を許容度，設問 15 をドーピング選択についての設問
とした．以上の質問項目を本研究の分析項目とした．調査
時期は2016 年 12 月 15 日，同年 12 月 22 日の2 日間であ
り，質問紙調査は各日ともにアンチ・ドーピング研修会前
に実施した．質問紙を386 票配布し，386 票の回答を回収
した（回収率 100％）．質問項目により無回答であった場
合は，集計の対象から除外して集計を行った．

統計学的検討には，Statcel4 を使用した．各回答者の群
間差の検定においては，Mann-Whitney U 検定，Kruskal-
Wallis 検定もしくはχ2 検定を行った．統計学的有意水準
を5％未満とした．また有意性が認められた項目について
は残差分析を行った．

結　　果	

アンチ・ドーピング教育の学習経験の有無については，
学習経験があると回答した者が55％と過半数を占める割合
であった（図 2）．学習経験があると回答した者に学習を
した場所について回答を得た結果，中学校での授業が2％，
高校での授業が50％，大学での授業が33％，その他（講
習会等）が15％であった（図 3）．

大学生競技選手における，ドーピングに関する知識・意識

奈良教育大学大学院　教育学研究科　　松尾　浩希
奈良教育大学　教育学部保健体育講座　　笠次　良爾

天理大学　体育学部体育学科・大学院体育学研究科　　神谷　宣広
東北女子大学　家政学部　　松本　範子

神戸市立稗田小学校　　中久保成志
奈良県薬剤師会薬事情報センター　　伊佐　勝彦
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図1．ドーピングに関する質問紙調査用紙

図2．学習経験の有無について 図3．学習した場所について
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競技種目別における学習経験の有無の内訳については，
ホッケー，陸上競技の大学生競技選手において学習経験が
あると回答した割合が高かった（図 4）．

学習経験の有無とドーピングに対する関心度による比較
では，学習経験ありの群において，「非常に関心がある」

「関心がある」と回答した者が有意に多い結果となった（p
＜ 0.05）（図 5）．

学習経験の有無とドーピング選択についての設問による
比較では，学習経験ありの群において，「ドーピングをす
る」と回答した者が有意に少ない結果となった（p ＜ 0.05）

（図 6）．
ドーピングに関する知識に関しての設問の正答数（10 点

満点）は，学習経験，競技レベル，関心度等との比較にお
いて，有意差は認められなかった（表 1）．

考　　察	

これまでの学校教育現場では，総合学習の時間や道徳に
おけるテーマの一つとして，アンチ・ドーピング教育が取
り扱われてきた．近年，アンチ・ドーピング教育が学習指
導要領に明記されることに先立ち，2012 年度から中学校
における学習指導要領保健体育 6）に「医薬品は，正しく使
用すること」という「くすり教育」が追加された．「くす
り教育」での内容の取扱いは主に，医薬品には主作用と副
作用があることや使用法について理解することが含まれて
いる．「くすり教育」が学習指導要領に追加された翌年度
である，2013 年度より高等学校における学習指導要領体
育理論に「オリンピックムーブメントとドーピング」とい
う形でアンチ・ドーピング教育が学校教育現場で取り扱わ

図4．競技種目別における学習経験の有無の内訳

図5．学習経験の有無とドーピングに関する関心度との比較 図6．学習経験の有無とドーピング選択との比較
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れるようになり，現在に至っている．本研究の結果におい
て，アンチ・ドーピング教育を受けたことがあると回答し
た者が，過半数を占める割合を示した（図 2）．さらに，学
習したことがあると回答した者に，学習した場所について
回答を得た結果，高校での授業と回答した者が半数を占め
た（図 3）．これは，学習指導要領にアンチ・ドーピング
教育が明記されたことにより，学校教育現場においてアン
チ・ドーピング教育を受けてきたことによる影響が示唆さ
れる．学習経験の有無とドーピングに対する関心度による
比較では，学習経験ありの群において，「非常に関心があ
る」「関心がある」と回答した者が有意に多い結果となった

（p ＜ 0.05）（図 5）．さらに，学習経験の有無とドーピング
選択についての設問による比較では，学習経験ありの群に
おいて，「ドーピングをする」と回答した者が有意に少な
い結果となった（p ＜ 0.05）（図 6）．ドーピングに対する
関心度の高さならびに「ドーピングをしない」とした選択
は，アンチ・ドーピング教育を受けたことに伴う効果とし
て捉えることができ，アンチ・ドーピング教育の必要性が
示唆される．

ドーピング検査は，2003 年の静岡国体から実施されて
おり，国際レベルの選手以外もドーピング検査を受ける可
能性が高まっている．競技選手としてだけでなく，指導者
としてもドーピングに関する専門的な知識が必要である．
また，禁止表国際基準は毎年更新されるため，定期的な知
識の追加・更新が必要であるため，いち早くアンチ・ドー
ピング教育が一般に普及し，アンチ・ドーピングに対す
る知識が向上することが期待される．本研究の結果より，
ドーピングに関する知識に関しての設問の正答数は，学習
経験，競技レベル，関心度等との比較において，有意差は
認められなかった（表 1）．特に学習経験があると回答し
た者については，正答数が多くドーピングに対して高い意
識を持っていると予測されたが，本研究結果は予測に反す
るものとなった．本研究の結果より，学習経験がある場合
にも，ドーピングに関する知識が定着していない可能性が

あることが推察される．野津は，保健学習における「健康
の保持増進のための実践力」の育成には，保健学習で習得
する知識の内容が重要であると述べている7）．ドーピング
に関する基礎的な知識を習得する学習活動とともに，習得
した知識を活用して思考・判断する学習活動が必要である
と考えられる．また，保健体育・体育理論のみでアンチ・
ドーピング教育を取り扱うのではなく，家庭科や理科等の
他教科と関連付けることで，より身近なものとして捉え学
習していく必要があると考えられる．

本研究の結果より学校教育現場でアンチ・ドーピング教
育を受けることなく，大学へ進学してきた大学生競技選手
が存在することが明らかとなった．さらに学習指導要領に
アンチ・ドーピング教育が明記されてから間もないことを
考慮すると，アンチ・ドーピング教育が一般に広く普及し
ているとは言い難い状況にあると考えられる．学校教育現
場におけるアンチ・ドーピング教育の定着化については，
今後の継続した調査により明らかにしていく必要があると
考えられる．

本研究の限界	

本研究で用いた質問紙は，世界アンチ・ドーピング規定
および先行研究等の質問紙調査を参照し，各設問を作成し
た．今回用いた先行研究等の質問紙は競技者ならびに指導
者を対象に使用されており，非競技選手における回答は予
定されていない．質問紙の妥当性，信頼性を向上させるた
めに，今後は競技選手以外にも同様の質問紙調査を実施
し，知識を問う設問の正答数を競技者と非競技者で比較，
設問の難易度についても検討していく必要があると考えら
れる．

本研究の設問において学習経験ならびに学習場所につい
て選択式で回答を得ているが，学習方法については設問を
作成しておらず回答が得られていない．今後の調査により，
学校教育現場で行われているアンチ・ドーピング教育に関

表1．知識に関する設問の正答数（項目別）

— 12 —



する学習方法を明確にし，知識の定着に有用な学習ならび
に指導方法を開発していく必要があると考えられる．
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緒　　言	

口腔内は外気にたえず曝露されていることから，細菌や
ウイルスなどの病原微生物が侵入しやすく，第一線の防
御機構として機能する唾液免疫成分（特に初期免疫機能）
の働きが重要となる1），2）．一般的に高強度運動や長時間運
動，オーバートレーニングなどの運動ストレスに伴い，口
腔内の局所免疫機能が低下し，上気道感染症の罹患率の増
加や咳，喉痛，鼻水などの上気道感染症の症状が悪化する
ことなど報告されている3），4）．口腔内局所免疫機能の代表
としては，これまで唾液免疫グロブリン A（唾液 IgA）が
報告されており，一過性運動や繰り返しの運動、長時間高
強度運動により，その分泌動態が変化することが報告され
てきた5）．さらに近年，生体防御システムとして，抗菌性
ペプチド群の存在が注目され，それらは自然免疫に属し
感染に対する第一線の防御機構として機能するだけでな
く，自然免疫に続く獲得免疫系を活性化させる働きを有し
ていることが報告されている6）．特に，上気道感染や口腔
内免疫機能において重要な役割を担っているのがHuman- 
β-defensin-2 であり，気道上皮細胞や唾液腺から分泌さ
れ，ウイルスや細菌などに対する抗菌活動に大きく貢献し
ていることが報告されている6），7）．

Defensin は，粘膜表層の生体防御機構において重要な
役割を担い，低分子塩基性抗菌ペプチドの1 グループとし
て分類され，β-sheet 構造と2 ～ 3 個の分子内ジスルフィ
ドを持つカチオン性のペプチドとして特徴づけられてい 
る8），9）．Defensin は，抗菌性ペプチドの多型遺伝子族を
形成しており，1980 年に最初に発見されてからヒトを含
む様々な哺乳動物の気管，唾液，腸，舌，血液，皮膚な
どからその分泌が発見されている8），9）．さらにDefensin
は，存在する6 つのシステイン残基の形成する3 つのジ
スルフィド結合の組み合わせの違いから，α-defensin と 
β-defensin と に 大 別 さ れ る8），9）．Human-β-defensin-2 

（以下 HBD-2）は，グラム陰性菌，陽性菌および真菌に対
して抗菌活性をもち，皮膚や唾液，肺などで多く発現して
いる10），11）．HBD-2 は生体が細菌や炎症性サイトカインに

暴露された際に著しく誘導的に発現されることが報告され
ている10）～ 13）．また，精神的および身体的ストレスに伴う
内因性グルココルチコイドの分泌増加に伴い，HBD-2 の
発現が抑制されるグルココルチコイド依存メカニズムが報
告されている14）．HBD-2 は，他の抗菌性ペプチド群より
も約 10 倍の抗菌活性を有しており，さらには直接的な抗
菌活性に加えて，自然免疫と獲得免疫反応との間の伝達に
おいても重要な作用を持つことが認識されてきており，こ
れらの分泌が口腔内局所免疫機能にとって非常に重要であ
るとされている12），13）．特に口腔内のように大気に曝露され
細菌が豊富な環境下では，HBD-2 のような抗菌性ペプチ
ド群の存在が生体防御に大きく寄与する．特に抗菌性ペプ
チド群は，歯科学や口腔衛生学などで重要とされており，
虫歯菌（Streptococcus mutans）の増減や虫歯の発生リス
ク，歯周病の病態や進行と抗菌性ペプチド群の分泌濃度と
は強く関連があることが報告されている15）．抗菌性ペプチ
ド群と運動に関するこれまでの報告では，Davison らが 一
過性の中等度長時間運動に伴い，唾液中の抗菌性ペプチド
群 （LL-37, α-defensin） が有意に増加したこと16），また
我々は，一過性の長時間高強度運動に伴い，唾液 HBD-2
の発現度合いが抑制されることを報告している17）．さらに
運動ストレスに伴い唾液抗菌性ペプチド群の発現が抑制さ
れ，その抑制が虫歯菌の活性につながることも報告してき
た18）．また，Eda らはヨガストレッチなどのリラクゼー
ション運動がHBD-2 の発現を高めることを報告してい 
る19）．このことからも運動刺激において，抗菌性ペプチド
群の発現は影響を受け，口腔内局所免疫機能が変化する．
これまでの運動と免疫に関する多くの研究 120），21）では，運
動刺激に伴い変化した唾液免疫成分の濃度やその分泌量な
どの動態しか検討されておらず，さらに運動により変化し
た抗菌性ペプチド群や唾液免疫成分が，実際にどのぐらい
の抗菌活動に貢献しているかは明らかにされていない．そ
こで今回は，口腔内免疫機能を高めるとされる中等度運動
に着目し，1 年間の運動トレーニングの実践が口腔内局所
免疫機能および虫歯菌抑制に及ぼす影響を検討する．

1年間の中等度運動トレーニングの実践が
口腔内局所免疫機能および虫歯菌の発育抑制効果に及ぼす影響

大阪成蹊大学　　臼井　達矢
大阪成蹊短期大学　　永井　伸人

大阪府柔道整復師会専門学校　　辻　慎太郎
芦屋大学　　竹安　知枝

大阪市立大学大学院　　松尾　貴司

関西臨床スポーツ医・科学研究会誌　27：15−18，2017
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方　　法	

1．対　象
対象者は一般健常女性 28 名（年齢 61.1 ± 3.5 歳 ; 身

長 156.4 ± 6.4cm; 体 重 49.8 ± 3.8kg; V
4

O2max 22.7 ± 
4.8ml/kg/min）である．対象には，実験日の1 ヵ月前の
期間，上気道感染症の罹患が無いこと，虫歯が無いこと，
治療中でないことを事前に確認し，高血圧，心疾患などの
循環器疾患，消化器疾患，炎症性疾患，内分泌疾患を有す
る者は含まれておらず，喫煙習慣を有する者がいないこと
を予め確認した．また，運動介入に伴う影響を検討するた
め，対象者は運動を定期的に実施していない者，さらに精
神的ストレスが抗菌性ペプチド群の発現に影響することか
ら実験日から6 ヵ月間の間に身内などに不幸がなかった者
を対象とした．本研究のプロトコールは，大阪成蹊短期大
学倫理規程研究審査会による審査・承諾を得て，各対象者
には事前に本研究の主旨を説明し，全員から研究参加への
同意を得た．

2．実験プロトコール
測定当日は，AM11：00 に実験室に入室させ，口腔内の

うがいと歯磨きを実施する．その後，60 分間安静状態を保
ち，PM12：00 より唾液採取を実施した．唾液採取に関して
は，自然誘発法とコットン法が多く用いられており18），22），今
回は安静時での唾液採取であることから自然誘発法を用い，
1 分間で分泌される唾液を採取した．前述の流れで介入前
および介入後（1 年後）の唾液採取を実施した．

3．唾液分析
採取した唾液は，滅菌ろ過および遠心分離した後，上清

成分を採取し，直ちにマイナス 80℃凍結保存した．その
後 HBD-2 はELISA 法 （Human β-Defensin 2 ELISA Kit, 
Phoenix Pharmaceuticals Inc, Burlingame, CA） にて測定
し濃度を算出した．

4．虫歯菌に対する唾液抗菌活性
採取した唾液を用いて虫歯菌に対する抗菌活性レベルを

測定した．被験株菌の培養には，Difco（Michigan, USA）
製を用い，その他の試薬はシグマ製を用いた．実験に用い
た被験株菌は，Institute for Fermentation Osaka の微生物

バンクより入手し，虫歯菌はストレプトコッカス・ミュー
タンス菌（Streptococcus mutans ATCC35911）を用いて
唾液抗菌活性を測定した．抗菌活性レベルの測定は，菌を
それぞれ採取した唾液と24 時間培養（37℃）させ，その
後，虫歯菌の細胞数をカウントした．

5．運動トレーニングプログラム
スポーツクラブインストラクター監視の下，運動強度

50％ V
4

O2max（中等度強度）での自転車運動を1 回 60 分，
週 3 回，1 年間実施した．さらに運動強度，時間，頻度を
管理するためウエルネスキーシステムを用いて，1 年間の
運動トレーニング量の管理を行った．ウエルネスキーシス
テムとは，トレーニングマシンにキーを挿入して運動を行
うことで，その運動量（負荷や回数，強度，時間）がデー
タとして保存され，1 回の運動トレーニング量を把握でき
るシステムである．本研究ではウエルネスキーシステムか
ら得られたデータを基に，運動量を解析し，運動強度，運
動時間，運動頻度に対象者間で有意な差が無いことを確認
している．

6．統計処理
全てのデータは正規分布を示していたため，平均値 ±

標準偏差で示した．介入前と介入後の2 試行間の差は，反
復測定の一元配置分散分析を用い，有意差が認められた場
合には，Tukey-Kramer 検定を用いて比較した．なお，有
意水準の判定はいずれもp ＜ 0.05 とした．

図1．介入前後におけるHBD- 2濃度の変化
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結　　果	

1．唾液抗菌性ペプチド（HBD-2）の変化
唾液 HBD-2 濃度は，介入前 35.9±7.4pg/ml，介入後

60.4±8.7 pg/ml を示し，有意（p ＜ 0.001）に増加した
（図 1）．

2．虫歯菌に対する唾液抗菌活性の変化
虫歯菌抑制効果においては，介入前と比較して介入後

では，菌の発育抑制効果が有意　（p ＜ 0.01）にみられた
（図 2）．

考　　察	

口腔内免疫機能を高めるとされる中等度運動トレーニン
グに着目し，1 年間の運動トレーニングの実践が口腔内局
所免疫機能および虫歯菌の発育抑制効果に及ぼす影響を検
討した．その結果，1 年間の中等度運動トレーニングの実
践は，唾液 HBD-2 濃度を高め，さらに虫歯菌に対する菌
の発育抑制効果が有意に高まることが示された．

近年，抗菌性ペプチド群に関する報告が多くなされてお
り，なかでもHBD-2 は唾液腺や気道上皮細胞から分泌さ
れ，口腔内の自然免疫として重要な役割を担っているこ
とが明らかにされている2），23）．抗菌性ペプチド群と運動や
スポーツに関するこれまでの報告では，Davison らが一過
性の中等度強度の運動により抗菌性ペプチド群 （LL-37,  
α-defensin） が有意に増加したことを報告している16）．ま
た，我々も運動ストレス（高強度長時間運動）に伴い，唾
液中の抗菌性ペプチド群 （HBD-2, LL-37） が運動直後お
よび1 時間後，2 時間後に一時的に有意に増加し，全身性
免疫の低下をカバーしていることを報告 17）している．さ
らに運動ストレスに伴う抗菌性ペプチド群の低下が，口腔
内の免疫環境を悪化させ，虫歯菌の発育抑制効果が減弱す
ることを報告 18）してきた．また，Nijnik らは，唾液中の

HBD-2 は，口腔内の防御機構として第一線に働き，その
分泌量や濃度が高いほど，より強い抗菌活性を示すことや
口腔内の健康状態に抗菌性ペプチド群が大きく貢献してい
ることを報告している24）．そうしたことからも，唾液中の
抗菌性ペプチド群を高める必要があり，今回 1 年間の中等
度強度の運動トレーニングの実践（週 3 回）が，唾液抗菌
性ペプチド群に与える影響を検討することは，口腔ケアと
運動の有効性を考える上で非常に有益なデータとなりうる．
今回 1 年間の中等度強度の運動トレーニングの実践は，唾
液 HBD-2 濃度を有意に増加させ，さらに唾液抗菌活性レ
ベルにおいても，介入前と比較して虫歯菌の発育抑制効果
が有意に高まった．

Davison らは，気道や口腔の流体である唾液免疫成分
は，運動刺激に伴い，相乗的に分泌されることで，その殺
菌性や抗菌性が高くなることを報告 17）している．さらに
これまでの運動と口腔内免疫に関する研究において，運動
刺激により，リゾチームやラクトフェリンなどの抗菌性タ
ンパクが増加することや，口腔粘膜免疫の代表とされる
免疫グロブリン A （IgA） が増加することが報告されてい 
る21），25）．今回 1 年間の運動トレーニングの実践により，
安静時の唾液 HBD-2 の発現を高めることが示された．定
期的な筋活動や交感神経への刺激により、IL-6 の反応性を
高め、それに伴い抗菌性ペプチドの増加や反応性が高まっ
たと考えられる．今回は唾液と虫歯菌との培養による菌の
発育抑制効果を検討したが，今後は採取した唾液中の虫歯
菌の菌数や歯茎の炎症度合いなども合わせて検討していく
ことができれば，口腔内の健康度を高める運動方法や運動
処方につなげていくことができ，口腔ケアに対する運動処
方の可能性を見出せると考える．

ま と め	

1 年間の定期的な運動トレーニングの実践は，安静時の
唾液 HBD-2 濃度を高め，さらに虫歯菌の発育抑制効果が
有意に高まることが示唆された．
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はじめに	

スポーツ外傷による前十字靭帯不全断裂を呈した症例
は，関節可動域（Range of Motion：ROM）と筋力が改善
せず，競技復帰に難渋することが多い．本症例は膝関節伸
展制限，筋力低下及び疼痛があり競技復帰の遷延がみられ
た．我々が実施している超音波画像装置（エコー）を活用
した大腿骨前脂肪体（Prefemoral Fat Pad：PFP）に対す
る理学療法によって，競技特性を考慮したトレーニングを
実施し，膝関節伸展制限の改善及び筋力強化訓練が可能と
なった．本研究の目的は，エコーを用いて，治療過程にお
けるPFP の変化に対するROM，および筋力の変化の関係
を明らかにすることである．

症　　例	

17 歳男性，高校の部活動としてバドミントン部に所属
している．2016 年 10 月練習中にプッシュ動作（前外方へ
の踏み込み）にて受傷した．他院にて左前十字靭帯不全断
裂と診断され，中旬より当院で理学療法を開始した．理学
療法の経過は，1 ～ 2 週目はエコーガイド下によるPFP 可
動性向上を目的に理学療法を実施した．2 ～ 3 週目は疼痛
消失，膝関節伸展－5°まで改善し，筋力強化（30％ MVC）
を開始した．4 週目より膝伸展筋力とPFP 可動性が健側と

同等となり，競技特性に準じたプログラムを開始すること
が可能となった（表 1）．

理学療法の効果判定に用いた測定項目は，PFP 動態，膝
関節 ROM，下肢筋力，疼痛検査とし，理学療法初回およ
び8 週目に測定を実施した．PFP の測定方法は，膝蓋骨
直上 3cm の部位を安静時と収縮時で測定を行った．測定
の肢位は，安静背臥位で医師の指示のもと同一検者が超音
波画像装置（LogicQ MD200, GE 社製）を用いて測定し
た（図 1）．PFP 厚値は，3 回測定値の平均値を採用した．

前十字靭帯損傷症例における膝蓋上包深部脂肪体硬化に対して
アプローチし競技復帰を目指した一症例

こたけ整形外科クリニック　リハビリテーション科　　小島　隆志・中山　昇平・藤原　浩二・太田　昌宏・
梅野　宗治　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

こたけ整形外科クリニック　整形外科　　小竹　俊郎　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
立命館大学　スポーツ健康科学研究科　博士課程前期課程　　中山　昇平　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

表1．治療の経過

図1．初診時におけるPFP変化
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ROM は日本整形外科学会の方法に従い，ゴニオメーター
を使用し測定した．筋力測定は，筋力測定器（GT-330, 
OG 技研社製）を用いて，膝関節 60°における最大等尺性
収縮を測定した．筋力値は，最大膝伸展，屈曲筋力，下肢
筋力をそれぞれ2 回測定し，その平均値を採用した．疼痛
は主観的疼痛検査（Visual Analogue Scale：VAS）にて測
定した．

理学療法初回および8 週目の測定結果を図表に示す．
（図 2，表 2）PFP は理学療法初期に安静時 3.1mm，自動運
動時 4.1mm であり，PFP 可動性は低下していた．8 週目
には安静時 4.6mm，自動運動時 10.2mm となり，PFP 可
動性が改善した．開始時の関節可動域は膝関節伸展－20°，
屈曲 110°であり膝伸展可動域に制限がみられた．8 週目に
は膝関節伸展－5°，屈曲 125°まで関節可動域が改善した．
筋力はWBI にて膝伸展筋力 52％，下肢筋力 157％であっ
た．8 週目には膝伸展筋力 107％，下肢筋力 197％となり
筋力の向上がみられ，膝伸展筋力に健側差はみられなかっ
た．疼痛は，VAS7 からVAS1 に減少した．

考　　察	

本症例は，初診時は自動運動時に変化はみられなかった
が，治療経過とともに安静から筋収縮に伴いPFP 厚の増大
がみられた．さらにPFP 増大と同時にROM と筋力は改善
した．今回，着目したPFP は大腿骨と膝蓋上包の間にある
脂肪体であり，膝関節屈曲伸展に関して，関節の動態を円

滑にする滑走とトルクに関与する．これら改善の原因に関
して，PFP とROM 及び筋力に着目し以下に考察する．

1 点目は，PFP とROM 改善についてPFP の滑走機能
に着目する．久須美ら1）はPFP の弾性とTKA 群の膝伸展
可動域に負の相関があると述べており，PFP は膝蓋上包，
および膝蓋骨の可動性に影響すると考えられる．また，膝
関節伸展に伴い膝蓋骨は大腿骨顆部を乗り越える必要があ
り，その際に大腿四頭筋腱の浮き上がりが生じる中でPFP
の厚みが増加する．また，大腿四頭筋の広筋群に対する滑
走の円滑化に寄与していると報告され2），伸展機構組織の
補助する機能も有する．本症例の不全断裂例においても
PFP 硬化によって膝蓋骨の滑走を妨げたことが，膝関節伸
展可動域の制限の原因となっていたと考えられる．今回の
治療介入によるPFP 可動性の改善が，隣接する組織との可
動性の改善につながり，本来の膝関節伸展可動域の改善に
繋がったと考えられる．

2 点目は，PFP と筋力発揮についてPFP と関節トルク
の関係に着目する．水島ら3）はPFP の柔軟性と膝伸展筋
力に負の相関があると述べている． PFP は膝伸展時には大
腿四頭筋の収縮に伴い中央へ押し出され，膝屈曲時には大
腿四頭筋の伸長に伴い急激に縮小する．膝伸展時にはPFP
が中央へ押し出され，大腿四頭筋腱と大腿骨との距離を延
長することで伸展トルクを高めていると言われている4）．ま
た，疾患や不動により筋長が静止長より短くなった短縮位
では，アクチンの二重の重なり合いやZ 膜に対してミオシ
ンがぶつかりあうため，クロスブリッジとアクチン間の反
応が筋張力発生に有効に作用しないとされている5）．これ
ら報告から本症例はPFP 硬化から膝伸展時に中央へと押し
出される動態がみられず，大腿四頭筋が短縮位となり伸展
トルクの減少が筋力発揮の低下を引き起こしたと考えられ
る．治療介入によるPFP の柔軟性改善は，膝伸展トルク
を向上させ大腿四頭筋の収縮効率が改善し，筋力発揮の向
上に繋がったと考えられた．

上記のことより，本症例は不全断裂に伴う炎症症状や不
動によりPFP 硬化が生じたことで，膝関節伸展制限，筋力
低下を呈したと考えられた．不全断裂症例において，PFP
の動態を観察し，アプローチすることで膝伸展制限に関与
するROM，筋力発揮の早期改善，競技復帰への可能性が
示唆された．しかし，今回 1 症例の報告であり，疾患や
PFP の動態によっては異なる結果も予測される．今後も他
疾患や断裂例においてPFP の動態を探求する必要がある．

結　　語	

不全断裂を呈し，ROM 制限がある症例に対してPFP 厚
を測定した結果，PFP 厚の改善に伴いROM，筋力の改善
がみられた．その結果から膝関節疾患におけるPFP の動態
評価はPFP の機能改善による競技復帰に有用であると考え
られる．

表2．治療前後の測定値推移

図2．治療前後のPFP厚の変化

測定値 開始時 8週

PFP 安静時 3. 1mm 4. 6mm

収縮時 4. 1mm 10. 2mm

ROM 膝関節伸展 −20° −5°

　　　屈曲 110° 125°

筋力 膝関節伸展 52％ 107％

　　　屈曲 161N 204N

下肢筋力（CKC） 157％ 195％
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はじめに	

活動性の高い思春期から青年期における大腿骨頚部疲労
骨折は稀な疾患である．骨が未成熟な若年者では，大腿骨
の機能軸と解剖軸が一致しないという解剖学的特徴などの
ため，大きな外力で生じる骨折とは異なる病態を呈するこ
とがある1），2）．発見の遅れや経過によっては転位，偽関節，
大腿骨頭壊死，変形性股関節症などの重大な結果を招くこ
とがある1）．本研究では，5 例の自験例に考察を加えて報
告する．

症　　例	

症例は2008 年から2016 年に当院で診療した5 例で全例
スポーツによる発症であった．男性が3 例，女性が2 例，
発症年齢は平均年齢 18.6 歳（12 歳～ 34 歳）であった．
競技種目・骨折型は表 1 に示す．

〈症例1〉13歳男性　陸上競技長距離
ランニング中に左股関節部の疼痛が出現し，2 日後に初

診した．初診時の単純 X 線像では明らかな骨折線は見られ
なかった（図 1a）．運動制限し経過観察とした．4 日後疼
痛が続くため，MRI にてDevas のいう大腿骨頚部疲労骨

折 compression type と診断した（図 1b）2）．発症後 4 週は
非荷重とし，6 週で全荷重，単純 X 線で骨形成が確認でき
た後に発症後約 8 週で競技復帰に至った．

〈症例2〉20歳女性　ラクロス（大学関西2部リーグ）
誘因なく練習中に右股関節痛が出現し，7 日後に受診

した．単純 X 線像では，明らかな骨折線は見られなかっ
た（図 2a）．1 週間経過観察を行ったが，走ると痛みがあ
り，プレーできなかった．MRI にて右大腿骨頚部疲労骨折
compression type と診断した（図 2b）．発症後 4 週は非荷

大腿骨頚部疲労骨折5例の治療経験

西川整形外科リハビリクリニック　　松尾　悠亮・小山　智士・山下　雅俊・西川　哲夫
兵庫医療大学　リハビリテーション学部　　藤岡　宏幸　　　　　　　　　　　　　　　　　　

図1．症例1：13歳．男性
a：明らかな骨折線はみられない．　b：MRI T 2強調像では頚部下部に高信号領域を認める．

表1．症例

2）
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重とし，発症後 6 週より全荷重，単純 X 線像で骨形成が
確認できた後に発症後 8 週で競技復帰に至った．

〈症例3〉14歳男性　バスケットボール
誘因なく練習中に右股関節痛が出現し，1 ヶ月後に初

診した．単純 X 線像では明らかな骨折線はみられなかっ
た（図 3a）．ストレッチ指導を処方し経過観察とした．当
科初診の2 日後にバスケットボールの試合に出場したとこ
ろ，試合中に股関節に激痛が生じ歩行困難となった．MRI
を撮影し右大腿骨頚部疲労骨折 compression type と診断
した（図 3b）．

発症後 6 週は非荷重とした後に，疼痛が出現しない範囲
で荷重を開始した．荷重開始 2 週より全荷重とした．単純
X 線像で骨形成を確認した後に，発症後約 8 週で競技復帰
に至った．

〈症例4〉12歳男性　野球
運動中に右股関節痛が生じ，10 日後に当科を受診した．

単純 X 線像では右大腿骨頚部に骨硬化像がみられたため，
運動を中止し経過観察を行った（図 4a）．疼痛軽減は認め
たが，跛行が強いため当科初診から約 8 週後に単純 X 線像
およびMRI にて右大腿骨頚部横骨折を認めた（図 4b，c）．
MRI 撮影後 4 週は非荷重とし，発症後約 16 週で骨形成が
確認でき競技復帰に至った．

〈症例5〉34歳女性　マラソン
ランニング中に誘因なく左股関節痛が出現したため，10

日後に初診した．初診時の単純 X 線像では明らかな骨折線
はみられなかった（図 5a）．その後ウォーキングを実施中
に左股関節を捻り疼痛が増強した．MRI および単純 X 線
像撮影を行い左大腿骨頚部疲労骨折 transvers type と診断
した（図 5b，c）．

骨折部の転位があったので，ガンマネイルにて観血的骨
接合術を行った（図 5d）．術後 3 週の非荷重後に荷重歩行
を開始し，術後 4 週で仕事復帰に至った．

図2．症例2：20歳．女性
a：明らかな骨折線はみられない．　　b：MRI T 2強調像では頚部下部に高信号領域を認める．

図3．症例3：14歳．男性
a：明らかな骨折線はみられない．　　b：MRI T 2強調像では頚部下部に高信号領域を認め，頸部下部に骨折線を認める．
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図4．症例4：12歳．男性
a：X線像では明らかな骨折線はみられないが頚部に帯状の骨硬化像を認める．
b：当科初診後8週のMRI T 2強調像では頚部の横骨折を認める．
c：当科初診後8週の単純X線像では頚部の横骨折および骨形成を認める．

図5．症例5：34歳．女性
a：明らかな骨折線はみられない．　　b：MRI T 2強調像では大腿骨頚部に横断する高信号領域を認める．
c：左大腿骨頚部上方に骨折線を認める．　　d：ガンマネイルによる観血的骨接合術を行った．
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考　　察	

大腿骨頚部疲労骨折に特徴的な病因として大きく2 つの
原因が考えられる1）．1 つ目は大腿骨の解剖学的特徴が挙
げられる．頚体角の存在が挙げられ，内反股では大転子の
先端が骨頭中心より上部に位置するためレバーアームが長
くなる．そのため，大腿骨頚部の屈曲モーメントを増加さ
せる．2 つ目はスポーツや重労働などの疲労による股関節
外転筋力の減少が挙げられる1），3）．外転筋力低下によって
股関節が内転し，大腿骨頚部のストレス分布を変化させ，
大腿骨頚部に屈曲モーメントを増加させる4）．そのため，
拮抗している大腿骨頚部近位外側骨皮質に牽引力，頚部遠
位内側骨皮質に圧迫力が増加する3）．また筋力低下による
ショックアブソーバーとしての機能が低下し，大腿骨頚部
に屈曲モーメントの増加によるストレスが加わることが挙
げられる1）．大腿骨頚部疲労骨折の症状は疼痛性跛行，運
動時痛，鼠径部圧痛など股関節周囲の疼痛が主体である1）．
自動 Straight Leg Raising（以下 SLR）や患肢によるジャ
ンプにて股関節痛の再現をみて診断に有用とする報告もあ
る1），5）．

我々の症例は全例スポーツによる発症であった．リスク
ファクターに関するHarris らの報告があり4），当院の5 症
例では内反股や脚長差など形態的異常はなく，運動強度の
増加（速さ），運動量の増加（距離）が該当した．症例 1・
4 は中学に入学し陸上競技長距離や野球を始め，走る距離
や速度が増加し発症したと考えた．症例 3 では他疾患によ
り運動を中止しており，競技復帰し運動量が増加した際に
発症したと考えた．症例 5 はフルマラソンに出場するため
に運動強度・運動量を増加し発症したと考えた．症例 2 に
おいては急激な運動強度の変化は見られなかった．症例 2
は女性のため，リスクファクターでもある女性アスリート
の三主徴（低エナジーアベイラビリティ・機能性視床下部
無月経・骨粗鬆症）について確認が必要である．形態的異
常がみられる場合はもちろんであるがみられない場合にお
いても，環境変化による運動強度・運動量増加は大腿骨頚
部疲労骨折を予防するためにも慎重に行うべきであると考

えられる．
診断には単純 X 線像およびMRI が有用である1），6），7）．た

だし，疼痛出現後早期に受診した場合には単純 X 線像では
骨折を確認することは困難な場合がある．一方，MRI は，
コストの負担や撮影可能な施設に限りがあるが，より早期
に診断が可能であると同時に低侵襲で，大腿骨頭壊死やペ
ルテス病などの病態との鑑別が可能である．また，診断率
も100％であったと報告されている1）．我々の症例でも同
様に疼痛出現後のX 線検査のみでは確定診断に至らなかっ
た．そのため経過観察中に大腿骨頚部横骨折に至った症例
が2 例みられた．他疾患との鑑別のためにもMRI による早
期診断を行うとともに，患側によるジャンプや運動の制限
など十分に指導することが必要と考えられた．

ま と め	

大腿骨頚部疲労骨折はスポーツなどにより，大腿骨頚部
に過剰なストレスが加わることが原因と考えられる．

部活動など運動量の増加に伴い疲労骨折に至ることが示
唆された．

MRI を用いることで，早期診断に至り適切な治療が選択
できると考えられる．
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はじめに	

core stability の概念はスポーツ活動において重要であ
り，四肢における末梢部の可動性や中枢部の固定性を供給
するために必要であると報告されている1）．また，スポー
ツのパフォーマンス向上 2）や障害予防 3）に有益であると報
告されている．しかし，トレーニングとしての研究は散見
されるが，評価方法については十分に確立されていない．
そこで我々は，体幹や股関節周囲筋の総合的な筋機能を反
映する，side bridge（SB）とfront bridge（FB）をcore 
stability の評価として用いている4）．今までに簡易的かつ客
観的な指標として，SB とFB の姿勢保持時間を用いてcore 
stability を評価してきたが，測定開始時からすでに姿勢そ
のものを保持できない対象者が散見され，運動能力が多様
な対象者に対する評価方法として課題があると考えられた．
また，姿勢を難度別に設定することで目標指向型のトレー
ニングができ，対象者の運動継続におけるモチベーション
向上につながる可能性がある．そのため，姿勢の難度に着

目することが必要であり，SB とFB の姿勢を難度に分けて
評価する方法として難度別 core stability test（CST）を考
案した．本研究では難度別 CST の姿勢保持時間を評価指
標として測定を行い，設定した難度別 CST が有用である
かを検討することを目的とした．

対象および方法	

1．対　　象
整形外科的疾患を有さない健常男性 21 名（年齢：25.3

± 4.5 歳，身長：171.7±5.2cm，体重：65.6±10.2kg）を
対象とした．被験者には実験の内容を十分に説明し同意を
得た．

2．方　　法
難度別 CST（SB，FB）は難度が高い順にA，B，C，D

の4 段階に分けて（図 1），SB とFB の姿勢保持時間は最
大 120 秒を上限として実施した．SB とFB ともにA，B，

体幹筋・股関節周囲筋の機能評価を目的とした
難度別のcore stability testの保持時間について

医療法人徳洲会　野崎徳洲会病院　リハビリテーション科　　高嶋　厚史・田頭　悟志・板矢　悠佑・福本　貴典
大阪産業大学大学院　人間環境学研究科　　高嶋　厚史・大槻　伸吾　　　　　　　　　　　　

四條畷学園大学　リハビリテーション学部　　木下　和昭　　　　　　　　　　　　　　　　　　
関西医科大学総合医療センター　リハビリテーション科　　新谷　　健　　　　　　　　　　　　　　　　　　

大阪河崎リハビリテーション大学　リハビリテーション学部　　橋本　雅至　　　　　　　　　　　　　　　　　　

図1．難度別CSTの姿勢（図中のAは重錘負荷を行っている）

関西臨床スポーツ医・科学研究会誌　27：27−30，2017
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C，D の全ての姿勢において支持側は右下肢とした．難度
の最も低いD ではSB とFB ともに膝支持とした．C では
足部支持とした．B では，SB は左下肢を挙上させ，FB で
は左下肢を挙上させ，右上肢も挙上させた．最も難度の高
いA では，SB とFB ともに骨盤帯の上に体重の10％の重
錘を負荷した．SB，FB の基本姿勢は，頭部，体幹，下肢
が一直線となるようにして，過度な腰椎前弯や後弯が生じ
ないものとした．また，骨盤帯の下制や回旋が生じた場合，
対側下肢が床に接地した場合はその時点で測定を終了とし
てその時間を採用した．対象者には無作為に決定した順序
でSB，FB のA ～ D を実施させた（図 1）．

3．解析方法・統計処理
SB，FB のA ～ D の保持時間に対して，一元配置分散

分析を行った後に，Scheffe's F test により多重比較を行っ
た．なお有意水準は5％とした．

結　　果	

SB の保持時間は，A が38.1±19.3 秒，B が52.4±23.6
秒，C が80.7±32.8 秒，D が117.9±6.8 秒 であっ た（ 図
2）．FB の保持時間はA が22.1±16.0 秒，B が26.7±16.5
秒，C が61.4±21.6 秒，D が119.0±4.4 秒 であっ た（ 図
3）．SB とFB の保 持 時 間 において，A-C，A-D，B-C，
B-D，C-D 間に有意差が認められた（p<0.01）（図 2，3）．

考　　察	

姿勢保持時間を指標にして，難度別にCore stability test
（SB，FB）を行った結果，SB・FB の保持時間はB ～ D
の難度毎に有意差が認められ，A ～ B の難度では有意差が
認められなかった．

SB，FB の難度調整を行うために，体幹回旋を制動する
内・外腹斜筋や多裂筋，股関節の安定性に関わる中臀筋や
大腿直筋の活動を高めることが必要であると考え，難度別
に姿勢保持の肢位を設定した．

Stabilization exercise は姿勢の安定性を高めるために，
腹筋群や背筋群などの体幹筋の同時収縮が必要であり，SB
では内・外腹斜筋，多裂筋，中臀筋が主に活動し，FB で
は内・外腹斜筋，大腿直筋が主に活動すると報告されてい
る5）．今回，SB・FB の難度設定において，これらの筋へ
の負荷を与えること，姿勢の不安定性を増強させることを
考慮してSB・FB の姿勢を決定した．

難度別 CST のC においては，足部支持とすることで股
関節に生じるトルクが増大し，体幹回旋に対しての不安定
性も増大したことが考えられた．B においては，SB では
左下肢を挙上し，FB では左下肢と右上肢を挙上させる姿
勢とした．Bridge 活動において片側下肢支持とすることで
体幹回旋筋のトルクが増加すると報告されている6）．その
ため，骨盤帯や体幹に加わる回旋方向の不安定性が増大し

たことが，姿勢保持における不安定性が増大した一要因で
あると考えられた．A ではSB，FB ともに骨盤帯に体重の
10％の重錘負荷を加えることで，姿勢保持に伴う体幹筋の
収縮が増大すると考えたが，有意な結果は認められなかっ
た．A とB の難度設定における課題として，現姿勢の難度
設定を再考することや，身体能力の高いスポーツ選手など
を対象とすることで，身体能力による影響を検討すること
が考えられた．

本研究では姿勢保持時間を測定することをcore stability
の一つの指標として用いており，予測した筋活動について
の評価は行えていない．また，対象数が少ないことも研究
限界の一つであると考えられた．

以上のことから，難度別 CST（SB，FB）におけるB，
C，D の姿勢では保持時間の観点から難度の違いが，予測
した順序であることが示唆された．結論として難度別 CST
においてB ～ D は有用であり，A は姿勢や被験者の選定に
配慮が必要であると考えられた．また，難度の順序設定を
どのように実際のテストに採用していくかも課題である．
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図3．Front bridgeの保持時間
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